






法人と地域・企業等との連携や支援の事例

２ 国立公文書館

＜出典＞
国立公文書館 『東日本大震災復興支援』（URL： http://www.archives.go.jp/about/activity/reconstruction/ ）
国立公文書館 『被災公文書等の救援について』（URL： http://www.archives.go.jp/about/activity/kyuuen.html ）
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法人がその専門性・リソースをいかして、 被災地の復旧・復興を積極的に支援している例

【成果】

（１） 地方自治体において、歴史的資料として重要な公文書の将来に向けての保存を進めることができ、保存の重要性
を認識してもらう機会となった。

また、被災公文書等修復に係る技術的手法の共有等のため、平成25年３月には「被災公文書等修復マニュアル」を
作成・公表した。

（２） 平成27年11月に「被災公文書等救援チー
ム」を法人内に設置し、被災公文書等の支
援を迅速化。

支援実績
【平成27・28年度】
・茨城県常総市（水害）

⇒（その他）：常総市の水害を受け、支援要
請を受けた茨城県立歴史館において、保
存方法について研修を実施

【平成29年度】
・新潟県上越市（火災）
・大分県津久見市（水害）

【平成30年度】
・愛媛県警察署、同県西予市（水害）














